
令和２年２月２５日

　地震・津波等災害に強いまちづくり（周南市）（防災・安全）

　平成26年度　～　平成30年度　（5年間）

・地震・津波対策として、沿岸部へ同報系防災行政無線屋外拡声子局を整備する。

・地域防災力の要である自主防災組織と連携できる双方向の災害情報収集伝達施設を整備し、施設を活用した防災訓練を実施することで自主防災組織の育成を図る。

同報系防災行政無線屋外拡声子局の津波浸水想定エリア内の情報伝達可能エリアの面積割合

伝達可能割合　＝　（津波浸水想定内の情報伝達可能エリア）　/　（津波到達想定エリア）

自主防災組織の防災訓練実施率

訓練実施率　＝　（訓練実施団体数）　/　（自主防災組織団体数）

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

令和２年２月

　　周南市において事後評価を実施 好評の方法

本市ホームページにて公表

１.交付対象事業の進捗状況

交付対象事業

Ａ１　基幹事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30 策定状況

1-Ａ-1 防災 一般 周南市 直接 周南市 16 ―

1-Ａ-2 防災 一般 周南市 直接 周南市 545 ―

合計 561

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接

種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30

合計

番号

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）

種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30

1-Ｃ-1 防災 一般 周南市 直接 周南市 35

1-Ｃ-2 防災 一般 周南市 直接 周南市 0

1-Ｃ-3 防災 一般 周南市 直接 周南市 16

1-Ｃ-4 防災 一般 周南市 直接 周南市 20

1-Ｃ-5 防災 一般 周南市 直接 周南市 7

1-Ｃ-6 防災 一般 周南市 直接 周南市 1

1-Ｃ-7 防災 一般 周南市 直接 周南市 3

合計 82

番号

1-Ｃ-1～7

２.事業効果の発現状況、目標値の達成状況

３.特記事項（今後の方針等）

　災害に強いまちづくりに向けて、今後も引き続き、防災情報収集伝達手段の充実、市民の防災意識の高揚、地域防災力強化など、防災対策施策の実施に取り組む。

事業者

事業者

事業者

都市防災総合推進事業
(特例:防災情報通信ネットワークの整備)

都市防災総合推進事業(防災まちづくり拠点施設)

要素となる事業名
（事業箇所）

要素となる事業名

要素となる事業名

海抜表示プレート設置事業

Web版ハザードマップ作成事業

簡易無線機の導入

ＩＰ告知システムの導入

緊急告知ＦＭラジオの導入

無線ＬＡＮ整備

自主防災組織育成事業

事業内容
（延長・面積等）

備蓄倉庫整備(80㎡）

防災情報収集伝達システム実施設計
　(同報系防災行政無線整備)
同報系防災行政無線整備
　親局1式､中継局1式
　屋外拡声子局58基
　既存設備とのシステム統合

事業内容

事業内容

Ⅲ定量指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
　（必要に応じて記述）

Ⅱ定量指標の達成状況

指標①
（自主防災組織の防災訓
練実施率）

最終目標値 80.0% 目標値と実績
値に差が出た
要因最終実績値 85.7%

Ⅰ定量指標に関連する
　　交付対象事業の効果の発現状況

・地震・津波対策として、沿岸部へ同報系防災行政無線屋外拡声子局を効果的に配置した結果、津波浸水想定エリア内への防災情報伝達が可能となった。
・地域防災力の要である自主防災組織と連携できる双方向の災害情報収集伝達手段を整備し、それらを活用した防災訓練等を実施することで自主防災組織の育成が
　図られた。

最終目標値
指標①
（同報系防災行政無線屋
外拡声子局の津波浸水想
定エリア内の情報伝達可
能エリアの面積割合）

最終実績値

80.0%

87.5%

目標値と実績
値に差が出た
要因

周南市全域 自主防災組織活動育成事業

沿岸地域 海抜表示プレートを設置

周南市全域 Web版ハザードマップを作成

周南市全域 簡易無線機の設置

周南市全域 ＩＰ告知システムの配置

単独事業で実施

番号

周南市

周南市

周南市

周南市全域 緊急告知ＦＭラジオの配置

無線ＬＡＮ整備
　親局1式､基幹中継局4箇所

計画の目標

計画の期間

　　定量的指標の定義及び算定式

　　計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の現況値及び目標値

周南市

％

　　本市は、県境部である北部中山間地域を除き、瀬戸内海に面した温暖な気候風土である。また徳山下松港を有する臨海部は、島嶼部が天然の防波堤を成しており、恵まれた環境にあることから、
　これまで災害に対する意識は低く、行政の災害への対策が不十分な状況である。しかしながら、南海トラフ巨大地震発生の災害想定では、震度は５強で、最大津波高は最大３.７ｍ程度の津波の到
　達が想定されており、特に、臨海部においては、大部分が干拓により形成された土地であることから標高も低く、避難対策を講じる上で迅速かつ的確な情報収集伝達システムの構築が不可欠である。
　また、他の地震災害においては、本市を北東部から中心市街地に向け岩国断層帯が伸びており、震度の最大想定は６強となっている。そこで、東日本大震災を教訓に、災害対策本部の強化と防災等
　の緊急情報収集伝達施設の拡充及び多重化を実施し、整備するシステムを効果ならしめるため、自主防災組織の育成を連動させ、災害に強いまちづくりを推進する。

（Ｈ26当初） （Ｈ28末） （Ｈ30末）

最終目標値

－Ｂ

○事後評価実施体制、実施時期

番号 市町村名
全体事業費
(百万円)

備考

重点計画の該当

　山口県周南市

40 ％

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ

＋Ｄ） Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
全体事業費 Ｄ －Ａ 561百万円

効果促進事業費の割合

％ 80 ％

608百万円

0 ％ 20 ％

社会資本総合整備計画 事後評価書

計画の名称

交付対象

周南市

周南市

中間目標値当初現況値
備考

80

60

13.5%Ｃ 82百万円

周南市

事後評価

番号  市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

(百万円)
備考

一体的に実施することにより期待される効果 備考

市町村名
港湾・地区名

周南市

一体的に実施することにより期待される効果

1-Ａ-2（防災情報通信ネットワークの整備）と一体的に実施することにより、市民の合意形成を得た避難対策と防災意識の向上が期待できる。

備考

周南市

全体事業費
(百万円)

備考



（参考図面）

　1-A-1　周南市都市防災総合推進事業 1-C-2　緊急告知ＦＭラジオの導入

　　　　　　(防災まちづくり拠点施設）

　　　　　　「備蓄倉庫整備」 1-C-3　ＩＰ告知システムの導入

　　　　　　 ◎設置場所

1-C-4　簡易無線機の導入

　1-A-2　周南市都市防災総合推進事業

1-C-5　Web版ハザードマップ作成事業

　　　　　　「同報系防災行政無線」

　　　　　　◎親局設備　▲中継局設備　●屋外拡声子局設備58基 1-C-6　海抜表示プレート設置作業

　　　　　　●既存の屋外拡声子局設備78基

1-C-7　自主防災組織育成事業

　　　　　　(特例：防災情報通信ネットワーク整備）

計画の名称 　１　地震・津波等災害に強いまちづくり（周南市）
計画の期間 平成26年度　～　平成30年度　（5年間） 交付対象 周南市

本庁（防災対策本部）

赤松ヶ平中継局

千石岳中継局

大ヶ原中継局

山陽自動車

国道２号

山陽新幹線

ＪＲ山陽本

徳山駅

西光寺川

富田川

錦川

島地川

島田川

夜市川

国道３７６号

国道３１５号

ＪＲ岩徳線

中国自動車道

凡 例

境界線

主要河川

主要国道

高速道

鉄道

新幹線



（参考図面）

　1-C-1　無線ＬＡＮ整備

　　　　　　　◎親局設備　▲基幹中継局設備　4箇所

その他（市単独事業）

　　　　　　　●中継局設備22箇所　●基地局設備49箇所

　　　　　　　―基幹回線　―中継回線　　　―端末回線

計画の名称 地震・津波等災害に強いまちづくり（周南市）
計画の期間 平成26年度　～　平成30年度　（5年間） 交付対象 山口県周南市

赤松ヶ平中継局

大ヶ原中継局

ＪＲ山陽本線

西光寺川

富田川

錦川

島地川

島田川

夜市川

国道３７６号

国道３１５号

ＪＲ岩徳線

中国自動車道

凡 例

境界線

主要河川

主要国道

高速道

鉄道

新幹線

山陽新幹線
徳山駅

山陽自動車道

本庁（災害対策本

国道２号

千石岳中継局

太華山中継局


